
別紙様式２－２

経営改善計画期間中の具体的改善策と実施時期等

項目 課題 実施期間 具体的な改善策

生産活動収入 作業の確保 R6.4.1〜R7.3.31 安定受注できるよう品質の向上と単価交渉及び受注スケージュールの調整

生産活動収入 収入の安定（増額） R6.4.1〜R7.3.31 施設外就労先での収入を確保（新たな施設外就労先の開拓など）

（注）経営改善を行う項目(例：営業体制の強化、経費削減、販路拡大等）を記載するとともに、課題を記載し、その課題に対応するための実施期間
と具体的な改善策をそれぞれ記載する。適宜欄は追加する。

（計画期間中の見込額）
令和６年 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

収
益

就労支援事業収益
就労支援事業活動収益計  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  700,000  8,400,000 

費
用

就労支援事業販売原価
期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費
就労支援事業活動費用計

就労支援事業活動増減差額
支払い賃金総額  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  684,000  8,208,000 

（前年度実績）
令和５年 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

収
益

就労支援事業収益
就労支援事業活動収益計  586,389  576,728  845,809  674,574  659,551  550,299  465,117  600,231  578,086  368,916  550,763  385,740  6,842,203 

費
用

就労支援事業販売原価
期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費
就労支援事業活動費用計

就労支援事業活動増減差額
支払い賃金総額  624,405  687,740  768,640  695,840  578,450  698,570  664,400  633,050  735,175  581,475  486,745  607,600  7,760,820 


